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論点① 多様な人材を議会へ

居住要件の弾力化

地域に貢献している関係人口にも

政策決定への参加を認める。→フランスの例

被選挙権年齢の引き下げ

学生議員がいてもよいのは？

門戸を開放したうえで、選ぶのは住民（有権者）

供託金の廃止／引き下げ

→選挙公営との関係



フランスの非居住者立候補制度（candidats
“extra-communaux”）

選挙法典L第228条

コミューン（市町村）に直接税 les contributions directesを
納めている者※は議員に立候補できる。

ただし、非居住者議員の数は議会の定数の4分の1（定数7
の議会（人口100人未満）では4、定数11の議会（人口500
人未満）では5）を超えてはならない。

※ 次のいずれかの税をコミューンに納めている者

住民税 la taxe d’habitation

既建築地不動産税 la taxe foncière sur les propriétés bâties

未建築地不動産税 la taxe foncière sur les propriétés non bâties

企業不動産負担金 cotisation foncière des entreprises (CFE)

所得税 l’impôt sur le revenu



（補）ハラスメント研修の実施

多様な人材にとって、議会を長く働き続けたいと
思える、居心地の良い場所にすることも重要。

町村議会議員の在職年数
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全国町村議会議長会『第65回町村議会実態調査結果の概要』
（令和元年7月1日現在）



論点② 楽しい選挙の実現
参加して楽しい選挙

創意工夫の余地のある選挙運動

住民と候補者とが地域の将来について語り合う場



どんどん短くなっている選挙運動期間

旧来型の選挙運動ではこれでも長すぎるという意見が出るかもしれな
いが、この辺で発想を転換する必要があるのではないか。



論点③ 抜本的な選挙制度改革へ
日本の地方議会選挙制度は1899（明治32）年の府県制郡制改正、
1911（明治44）年の市制町村制改正によって、ほぼ現行制度の基礎
が固まり、戦後改革で地方自治制度が大きく変化したにもかかわら
ず、大規模な改革を経験してこなかった。

その間、都道府県議会では1人区、2人区の増加、市町村合併の進展
による選挙区改定の必要性など、歪みが表面化している。

抜本的な改革を構想する時期なのでは？

三議長会を中心に改革案を検討してはどうか。

しばしば問題になる政令指定都市選出の都道府県議の
扱いについても、合同で研究してはどうか。

抜本的な改革には現職議員の抵抗が予想されるが、新
しい選挙制度の施行は急がなくてもよい（たとえば次
の次の統一選から）。



改革試案：都道府県、政令指定都市および
一定程度以上の規模の市の場合

選挙区の規模を揃える（5～6人区程度?）。

比例の要素を加味する。
単記非移譲式（いわゆる中選挙区制）では、同じ政党・グループの
候補者間で同士討ちが生じ、「分裂選挙」の原因にもなりかねない。

5～6人区でも、非拘束名簿式の比例代表制の実施は可能。

あるいは、単記移譲
式（アイルランドな
どで実施している候
補者に優先順位をつ
けて投票する方法）
も考えられる。



１人区では無投票当選が多くなる傾向
（総務省選挙部調べ）
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定数の少ない選挙区では多様性の確保も困難
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議会が変われば日本が変わる




